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表紙*電子提供措置用*

証券コード：9600

開催日時 2023年６月22日（木曜日）午前10時
受付開始：午前９時30分

開催場所 横浜市西区みなとみらい二丁目３番７号
横浜ベイホテル東急
地下２階　クイーンズグランドボールルーム

議　　案 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除

く。）７名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選

任の件
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狭義招集

株 主 各 位 証券コード　9600
2023年６月６日

(電子提供措置の開始日 2023年６月１日)
横浜市西区みなとみらい三丁目３番１号

株式会社アイネット
代表取締役兼社長執行役員 坂井　満

　当社ウェブサイト
　https://www.inet.co.jp/ir/event/shareholders-meeting.html

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第52回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第52回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載して
おりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し
上げます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ
サイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記のウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄（会社名）」に「アイネット」又は「コ
ード」に当社証券コード「9600」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を
順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くだ
さい。）
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狭義招集

　当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙
に 賛 否 を ご 表 示 の う え ご 返 送 い た だ く か 、 当 社 の 指 定 す る 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://evote.tr.mufg.jp/）において賛否を入力されるか、いずれかの方法により、2023年
６月21日（水曜日）午後５時30分までに議決権を行使していただきますようお願い申し上げま
す。

敬　具
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狭義招集

■1 日　　時 2023年６月22日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
■2 場　　所 横浜市西区みなとみらい二丁目３番７号

横浜ベイホテル東急　地下２階　クイーンズグランドボールルーム
(末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

■3 目的事項 報告事項 1. 第52期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

2. 第52期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第1号議案 剰余金処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第3号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

■4 議決権行使につ
いてのご案内 ５ページに記載の【議決権行使のご案内】をご参照ください。

■5 招集にあたって
の決定事項

(１) 重複行使の取扱い
　議決権行使書とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、到着日時を問わ
ずインターネットによる議決権行使を有効なものとさせていただきます。
　また、インターネットで複数回、議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効な
ものとさせていただきます。
(２) 賛否の表示がない場合の取扱い

　賛否の表示がない議決権行使書が会社に提出された場合、各議案について賛成の意思表示
があったものとして取り扱わせていただきます。
(３) インターネットによる議決権行使のご案内

　６ページに記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、当社の
指定するウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）より2023年６月21日（水曜日）午
後５時30分までに議決権を行使していただきますようお願い申し上げます。

記

以　上
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狭義招集

　●  当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のた
め、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

　●  本招集ご通知は、書面交付請求をいただいた株主様に交付する書面を兼ねておりますが、法令及び当社定款第
17条第２項の規定に基づき、次に掲げる事項は記載しておりません。したがって、書面交付請求をいただいた
株主様に交付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一部
であります。
1．連結計算書類の連結注記表　2．計算書類の個別注記表

　●  電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにその
旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染症の対策に関するお知らせ

新型コロナウイルスの感染予防及び拡散防止のため、株主の皆様の安全を第一に考え、株主総会の開催方針を以
下の通りとさせていただきます。

■株主総会へのご出席につきましては、開催日当日における新型コロナウイルスの感染状況やご自身の体調等を
ご勘案のうえ、ご判断をいただけますようお願い申し上げます。なお、議決権につきましては、当日のご出席
に代えて、事前に書面（郵送）又はインターネットによりご行使いただくことが可能です。

■発熱、咳の症状など体調不良と見受けられる株主様には、ご入場をお断りし、お帰りいただく場合がございま
す。

■感染拡大防止の観点から、開催時間の短縮化を図るため、議場における報告事項（監査報告を含みます）及び
議案の説明は簡潔にさせていただく場合がございます。株主様におかれましては、事前に本招集ご通知をお目
通しいただけますようお願い申し上げます。

■今後の感染拡大の状況次第では、やむなく株主総会の会場や日時等が変更となる場合がありえます。その場合
は、当社ウェブサイト（https://www.inet.co.jp/）にてお知らせいたします。当日ご来場いただく場合で
も、事前に当社ＨＰを必ずご確認くださいますようお願いいたします。

株主の皆様におかれましては、何卒ご理解、ご協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。
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議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

インターネットで議決権を
行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、
同封の議決権行使書用紙を会場受付
へご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に各議案の
賛否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2023年6月22日（木曜日）
午前10時

2023年6月21日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

2023年6月21日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

１.　

２.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

議 決 権 行 使 書
XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

御中株式会社　アイネット
第２号

賛 否

但し を除く

第１号 賛 否

賛 否第３号

議案 原案に対する賛否
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１、３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたし
ます。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力するこ
となく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは１回に限り可
能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙（右側）に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

１.　

２.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

１.　

２.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録してください。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９時〜午後９時）

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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剰余金処分議案

第1号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金 24円
配当総額 383,637,672円

剰余金の配当が効力を生じる日 2023年６月23日

株主総会参考書類

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
第52期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして以下のとおり
といたしたいと存じます。
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取締役選任議案

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位及び担当等

１ さ

佐
 

　
え き

伯
 

　
と も

友
 

　
み ち

道 取締役兼専務執行役員 再 任
　

２ う ち

内
 

　
だ

田
 

　
な お

直
 

　
か つ

克 取締役兼常務執行役員
事業統括

再 任
　

３ さ か

坂
 

　
い

井
 

　
 

　
 

　
みつる

満 代表取締役兼社長執行役員 再 任
　

４ い ま

今
 

　
い

井
 

　
か つ

克
 

　
ゆ き

幸 取締役兼執行役員
本社統括兼ｿｰｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ本部長

再 任
　

５ た け

竹
の

之
う ち

内
 

　
ゆ き

幸
 

　
こ

子 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

６ き た

北
 

　
が わ

川
 

　
ひ ろ

博
 

　
み

美 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

７ く ろ

黒
 

　
か わ

川
 

　
ま さ

雅
 

　
お

夫 新 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（８名）は、本総会終結
の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、取締役候補者の指名にあたっては、透明性、公正性、客観性を一層高めるため、社外取締役を過
半数とする「指名・報酬諮問委員会」における審議を経ております。
　また、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断
しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者番号

１ さ

佐
 

 
え き

伯
 

　
と も

友
 

 
み ち

道 （1962年12月２日生）
所有する当社の株式数… 43,140株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

再 任

　
［略歴、当社における地位及び担当］

    1984年    4 月 株式会社フジコンサルト（現株式会社アイネット）入社
    2007年    4 月 当社ＭＳ事業部長
    2008年    6 月 当社執行役員ＭＳ事業部長
    2010年    6 月 当社取締役メーリングサービス事業部長
    2013年    6 月 株式会社アイネット・データサービス代表取締役社長
    2015年    6 月 当社常務取締役戸塚事業本部長兼メーリングサービス事業部長

株式会社アイネット・データサービス取締役会長
    2016年    4 月 当社常務取締役データセンター本部長兼メーリングサービス事業部長兼ＩＴマネ

ージドサービス事業部所管
    2018年    4 月 当社常務取締役データセンター本部長兼ＩＴマネージドサービス事業部所管
    2019年    6 月 当社取締役兼常務執行役員ＳＳ本部長兼データセンター本部長兼ＩＴマネージド

サービス事業部所管
    2020年    4 月 当社取締役兼常務執行役員ＳＳ本部長兼ＤＣ本部長兼ＩＴＭＳ本部長
    2021年    4 月 当社取締役兼常務執行役員ＳＳ本部長兼ＤＣ本部長兼ＩＴＭＳ本部長兼メーリン

グサービス事業部所管
    2022年    4 月 当社取締役兼常務執行役員事業統括兼ＩＴＭＳ本部長
    2022年    6 月 当社取締役兼専務執行役員事業統括兼ＩＴＭＳ本部長
    2022年    10月 当社取締役兼専務執行役員事業統括兼ＤＣ本部長
    2023年    4 月 当社取締役兼専務執行役員（現任）

［重要な兼職の状況］
―

取締役候補者とした理由
当社入社以来、卓越した営業実績を上げ、当社の競争力を常に高めてきており、経営者としての
視点だけでなく、営業として培った経験と当社サービスに精通した企画力、高い統率力で当社の
事業拡大に貢献していることから引き続き取締役候補者としております。

9



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/25 11:40:49 / 22944952_株式会社アイネット_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号

２ う ち

内
 

 
だ

田
 

　
な お

直
 

 
か つ

克 （1961年５月12日生）
所有する当社の株式数… 21,950株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

再 任

　
［略歴、当社における地位及び担当］

    2011年    5 月 株式会社横浜銀行戸塚支店長
    2014年    4 月 当社入社　財務本部経理部統括部長
    2014年    6 月 当社執行役員財務本部経理部統括部長
    2015年    4 月 当社執行役員本社統括代理
    2015年    6 月 当社取締役本社統括代理
    2016年    4 月 当社取締役本社統括
    2016年    6 月 株式会社アイネット・データサービス取締役
    2017年    4 月 当社取締役本社統括兼財務部長
    2018年    4 月 当社取締役本社統括
    2018年    6 月 当社常務取締役本社統括
    2019年    6 月 当社取締役兼常務執行役員本社統括兼財務本部長
    2020年    4 月 当社取締役兼常務執行役員財務本部長
    2021年    6 月 株式会社ＩＳＴソフトウェア監査役（現任）
    2023年    4 月 当社取締役兼常務執行役員事業統括（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社ＩＳＴソフトウェア 監査役

取締役候補者とした理由
高い統率力を発揮し、経営面をはじめ、財務面及び内部統制など幅広い観点から当社の健全な事
業経営に貢献しております。豊富な業務知識と経験を有しており、的確に職務を遂行しているこ
とから、今後も企業価値向上に大きく貢献することを期待し、引き続き取締役候補者としており
ます。

10
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取締役選任議案

候補者番号

３ さ か

坂
 

 
い

井
 

　
 

　
 

 
み つ る

満 （1957年11月16日生）
所有する当社の株式数… 22,450株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

再 任

　
［略歴、当社における地位及び担当］

    2013年    4 月 株式会社富士通マーケティング（現富士通Ｊａｐａｎ株式会社）執行役員兼商品
戦略推進本部長

    2015年    4 月 当社入社　執行役員ソリューション本部付
    2015年    6 月 当社取締役ソリューション本部長
    2016年    4 月 当社取締役事業統括代理兼ソリューション本部長
    2016年    6 月 当社常務取締役事業統括代理兼ソリューション本部長
    2017年    4 月 当社常務取締役事業統括兼ソリューション本部長
    2018年    6 月 当社代表取締役社長兼ソリューション本部長
    2019年    6 月 当社代表取締役兼社長執行役員（現任）

［重要な兼職の状況］
―

取締役候補者とした理由
コンピュータメーカー出身で、ＩＴ業界に関する専門的かつ広範な知識と経験、幅広いネットワ
ークを持ち、当社の継続的成長の実現に係る戦略立案及び実行の牽引役であることから、当社の
企業価値向上への貢献を期待し、引き続き取締役候補者としております。

11
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取締役選任議案

候補者番号

４  いま 

今
 

 
い

井
 

　
 かつ 

克
 

 
 ゆき 

幸 （1963年２月26日生）
所有する当社の株式数… 9,900株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

再 任

　

［略歴、当社における地位及び担当］

    2013年    11月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）融資部臨店指導室上
席調査役

    2018年    1 月 当社入社　総務部長
    2018年    4 月 当社執行役員総務部統括部長兼法務・コンプライアンス室長
    2018年    10月 当社執行役員総務部統括部長兼リスクマネジメント室長
    2019年    6 月 当社執行役員総務人事本部長兼総務部統括部長兼リスクマネジメント室長
    2020年    6 月 当社取締役兼執行役員総務人事本部長兼総務部統括部長兼リスクマネジメント室長
    2021年    4 月 当社取締役兼執行役員総務人事本部長
    2023年    4 月 当社取締役兼執行役員本社統括兼ソーシャルイノベーション本部長（現任）

［重要な兼職の状況］
―

取締役候補者とした理由
金融機関出身で、海外を含めた新規事業分野拡大のための豊富な知識と経験を有しております。
また、当社入社以降、経営管理体制及びコンプライアンス体制の強化に誠実かつ適切に対応して
おり、当社の持続的成長と企業価値向上に大きく寄与することを期待し、引き続き取締役候補者
としております。

12
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取締役選任議案

候補者番号

５ た け

竹
の

之
う ち

内
 

　
ゆ き

幸
こ

子（1968年２月23日生）
所有する当社の株式数… 2,500株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

再 任

社 外

独 立

　

［略歴、当社における地位及び担当］

    2011年    8 月 株式会社エ・ム・ズ代表取締役
    2012年    8 月 株式会社Ｗｏｏｍａｘ設立代表取締役
    2015年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2020年    7 月 一般社団法人自立学実践研究所 代表理事
    2022年    2 月 株式会社Ｗｏｏｍａｘ Founder（ファウンダー）（現任）
    2022年    7 月 一般社団法人自立学実践研究所 理事（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社Ｗｏｏｍａｘ Founder（ファウンダー）
一般社団法人自立学実践研究所 理事

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長年企業経営に携わり、女性活躍推進をテーマとした講演及びコンサルティング等を数多く行って
おり、引き続きそこで培った経験を当社の経営及びダイバーシティ推進に活かしていただくことを
期待して社外取締役候補者としております。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会の
終結の時をもって８年となります。

13
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取締役選任議案

候補者番号

６ き た

北
 

 
が わ

川
 

　
ひ ろ

博
 

 
み

美 （1961年７月20日生）
所有する当社の株式数… 900株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

再 任

社 外

独 立

　

［略歴、当社における地位及び担当］

    2005年    4 月 産能大学経営情報学部（現産業能率大学情報マネジメント学部）准教授
    2011年    4 月 産業能率大学情報マネジメント学部教授（現任）
    2016年    4 月 同大学情報マネジメント学部現代マネジメント学科主任
    2018年    4 月 同大学コンテンツビジネス研究所長（現任）
    2020年    6 月 当社社外取締役（現任）

［重要な兼職の状況］
産業能率大学情報マネジメント学部教授

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
当業界出身ではない客観的な視点を持ち、かつ情報マネジメントにおける高度な学術知識を有し
ており、引き続きこれらの視点・知識を当社の経営に活かしていただくことを期待して社外取締
役候補者としております。
同氏は過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役候補
者としております。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって３年
となります。

14
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取締役選任議案

候補者番号

７ く ろ

黒
 

 
か わ

川
 

　
ま さ

雅
 

 
お

夫 （1951年7月11日生）
所有する当社の株式数… ―株
取締役会出席状況……… ―回
　

新 任

社 外

独 立

　

［略歴、当社における地位及び担当］

    1974年    4 月 神奈川県庁入庁
    2010年    6 月 同副知事
    2017年    7 月 県信用保証協会会長
    2019年    7 月 神奈川県内広域水道企業団企業長
    2023年    ６ 月 神奈川県商工会連合会顧問（現任）

［重要な兼職の状況］
神奈川県商工会連合会 顧問

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
神奈川県庁入庁後、副知事などの要職を歴任しており、豊富な知識や経験、自治体をはじめとした
幅広い人脈を有していることから、当社の企業価値向上に貢献していただくことを期待して社外取
締役候補者としております。同氏は過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理
由により、社外取締役候補者としております。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 竹之内幸子、北川博美及び黒川雅夫の各氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、竹之内幸子及び北川博美の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、両氏が再任された場合には、両氏との間で当該
契約を継続する予定であります。また、黒川雅夫氏が選任された場合は、同内容の責任限定契約を締結す
る予定であります。

４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保
険者が負担することとなる、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。本
議案の各再任候補者は、当該保険契約の被保険者に含まれており、また、本議案が原案どおり承認された
場合、各取締役候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、本議案に係る取締
役の任期中には同内容での当該保険契約の更新を予定しております。

5. 当社は、竹之内幸子及び北川博美の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ております。両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。また、黒川
雅夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件及び当社が定める社外役員の独立性判断基準を満
たしておりますので、同氏が選任された場合は、当社は同氏を独立役員として指定し、同取引所に届け出る
予定であります。なお、当社の社外役員の独立性判断基準は、後記のご参考に記載しております。
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

氏　名 当社における地位及び担当等
き の

木
 

　
し た

下
 

　
ま さ

昌
 

　
か ず

和 取締役兼執行役員

　監査等委員である取締役が法令で定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠の監査等委
員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

16
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

き の

木
 

 
し た

下
 

　
ま さ

昌
 

 
か ず

和 （1958年７月29日生）
所有する当社の株式数… 10,200株
取締役会出席状況……… 16/16回
　

［略歴、当社における地位及び担当］

    2007年    11月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行(現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）練馬駅前支店長
    2012年    4 月 当社入社　営業企画部統括部長
    2012年    6 月 当社執行役員営業企画部統括部長
    2016年    4 月 当社執行役員企画部統括部長
    2017年    4 月 当社執行役員経営戦略室長
    2017年    6 月 当社取締役経営戦略室長
    2018年    10月 当社取締役経営戦略室、営業企画部、企画・ＩＲ部所管
    2019年    4 月 当社取締役経営戦略室、企画・ＩＲ部所管
    2019年    6 月 当社上席執行役員経営企画本部長
    2020年    6 月 当社取締役兼執行役員経営企画本部長
    2023年    4 月 当社取締役兼執行役員（現任）

［重要な兼職の状況］
―

補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由
海外を含めた新規事業分野拡大のための豊富な知識と経験を有しており、当社の企業経営に携わった経験を当社
経営の監査・監督に活かすことを期待して、補欠の監査等委員である取締役候補者としております。

（注）1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 木下昌和氏は、補欠の監査等委員である取締役候補者であります。
3. 木下昌和氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保
険者が負担することとなる、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。木
下昌和氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることと
なります。また、当社は、当該就任後の更新時には同様の内容で当該保険契約を更新することを予定して
おります。

17



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/25 11:40:49 / 22944952_株式会社アイネット_招集通知_電子提供措置用

補欠の監査等委員である取締役選任議案

ご参考
社外役員の独立性判断基準
当社における社外役員が独立性を有すると判断するためには、次のいずれの要件も満たすものとしま
す。
1.　過去10年以内に当社及びその子会社（以下「当社グループ」という）の取締役、監査役、執行役員

その他の使用人でないこと
2.　過去5年以内に当社グループとの間で主要な取引をする企業の取締役、監査役、執行役員その他の

使用人でないこと
※「主要な取引」とは、当社グループとの取引額が、当社グループまたは取引先である企業のいずれか

の年間連結売上高の2％を超える取引をいう。
3.　過去5年以内に当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタン

ト、会計専門家または法律専門家（当該金銭等を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、
当該団体に所属する者）でないこと

※「多額の金銭その他の財産」とは、当社の支払額が個人の場合は年間1,000万円以上、団体の場合は
当該団体の年間連結売上高の2％を超えるものをいう。

4.　過去5年以内に当社の総議決権の10％以上を直接または間接的に有する株主（当該株主が法人であ
る場合には、当該法人の取締役、監査役、執行役員その他の使用人等）でないこと

5.　過去5年以内に社外役員の相互就任の関係にある先の取締役、監査役、執行役員その他の使用人等
でないこと

6.　過去5年以内に当社グループが多額の寄付を行っている先またはその取締役、監査役、執行役員そ
の他の使用人等でないこと

※「多額の寄付」とは、当社の寄付額が、年間1,000万円または当該団体の直近総収入の2％のいずれ
か大きい額を超える寄付をいう。

7.　上記1.～6.までに掲げる者の二親等以内の親族でないこと
8.　その他、当社グループの社外役員として独立性に疑いがないこと
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

氏　名 企業経営 ＩＴデジタル
営業・

マーケティング
財務・

ファイナンス
ガバナンス・

法務
人事・労務 グローバル

佐　伯　友　道 ● ● ●

内　田　直　克 ● ● ● ●

坂　井　　　満 ● ● ●

今　井　克　幸 ● ● ● ●

竹之内　幸　子 ● ●

北　川　博　美 ● ●

黒　川　雅　夫 ● ●

市　川　裕　介 ● ●

坪　谷　哲　郎 ● ●

鈴　木　紀　子 ● ●

株主総会後の取締役会のスキルマトリックス
（注）本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合の取締役会のスキルマトリックスは

以下のとおりとなります。

以　上
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当事業年度の事業の状況

1 企業集団の現況

提供書面

事業報告（2022年４月1日から2023年３月31日まで）

(1) 当事業年度の事業の状況
①事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大による行動制限が徐々に解除
されたことに伴い、社会経済活動も回復基調で推移しました。一方、ロシアのウクライナ侵攻に伴う地
政学リスクの悪化による資源価格の高騰、及び急激な円安等を背景に、電力やガス等のエネルギー価格
が上昇し、物価全体を押し上げております。物価高に伴う景気悪化への懸念は根強く、企業を取り巻く
環境は厳しい状況が継続しております。
　当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が属する情報サービス業界においては、ニュ
ーノーマル時代における非接触・非対面への対応、クラウドコンピューティングの普及拡大、ビッグデ
ータやAI（人工知能）の活用拡大、IoTの推進、業務効率化等、デジタルトランスフォーメーション
（DX）への取り組みが進展しております。
　このような状況の中、当社グループは、当連結会計年度より新たに開始した中期経営計画（2022年
４月-2025年３月）をスタートさせており、中期経営計画において掲げている目標を達成するため、当
社グループ一丸となり、グループ全体の業容拡大に努めております。

　当連結会計年度の業績は、売上高34,988百万円（前期比12.3％増）、営業利益2,129百万円（同
10.1％減）、経常利益2,175百万円（同14.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益1,343百万円
（同20.7％減）となりました。システム開発サービスが好調に推移した上、クラウドサービスや受託
計算等を提供している情報処理サービスも引き続き順調に推移した結果、売上高は、前期を大きく上回
り、過去最高となりました。
　一方、エネルギー価格の急激な上昇による電気料金等の高騰が当社グループの収益を圧迫したため、
営業利益、経常利益、及び親会社株主に帰属する当期純利益はいずれも前期比で減少となりました。
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当事業年度の事業の状況

第51期
（2022年３月期）

第52期
（2023年３月期） 前連結会計年度比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 31,169 34,988 12.3％増

営業利益 2,367 2,129 10.1％減

経常利益 2,542 2,175 14.4％減

親会社株主に帰属する当期純利益 1,694 1,343 20.7％減
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当事業年度の事業の状況

情報処理サービス 　情報処理サービスの売上高は13,749百万円（前期比
10.3％増）の増収となりました。情報処理サービスを構成
する各種提供サービスの状況は以下のとおりです。
　データセンター・クラウドサービスは、デジタル化推進
やIT投資需要の高まりを背景に、既存顧客のデータセンタ
ーやクラウドの活用が続いており、売上は好調を維持する
ことが出来ました。
　サービスステーション（SS、ガソリンスタンド）向けに
SaaS型販売課金管理システムを提供している受託計算サー
ビスは、社会活動の活発化に伴い、課金収入が増加してい
ることに加えて、従来オンプレミス型の自社コンピュータ
ーを利用していたSSが、当社グループ提供サービスの活用
に切り替える事例が増えており、受注は活発に推移し、売
上増に貢献しました。
　メーリングサービスは、プリンティングや郵送サービス
の需要が縮小傾向にありますが、当社グループは、競合先
の減少等の要因により、増収基調に復調しました。ネット
配信と郵便との複合型の新しいサービス提供を強化する
等、新たな需要の開拓にも努めております。
　一方で、売上総利益は2,381百万円（同19.2％減）の減
益となりました。当連結会計年度は、電気料金が短期間で
急騰したため、当社グループのデータセンターに係る原価
も高騰しましたが、顧客からの収入の増加との間には一定
のタイムラグが生じたため、当該電気料金の値上がり分を
当社グループ自身が抱えざるを得ませんでした。

12,464

第51期
（2022年３月期）

13,749

第52期
（2023年３月期）

2,949 2,381

（単位：百万円）売上高/売上総利益

売上高
13,749百万円
（前期比10.3%増）

売上総利益
2,381百万円
（前期比19.2％減）

　当連結会計年度におけるサービス区分別の売上状況は以下のとおりです。
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当事業年度の事業の状況

システム開発
サービス

　システム開発サービスの売上高は19,806百万円(前期比
13.1％増)の増収となりました。ここ数年、開発案件が新型
コロナウイルス感染症の拡大による社会経済活動に対する
制限の影響で、中止や延期となり、当社グループの業績に
も悪影響を与えておりました。当連結会計年度は、これら
の制限が緩和されるに伴い、既存顧客からの引き合いが活
発化したことに加えて、システム開発子会社２社の業績が
好調に推移したことにより、システム開発サービスの業績
も順調に推移しました。
　当社グループが強みを持つ、金融業・流通業・通信サー
ビス業・エネルギー関連・宇宙関連ビジネス等の分野にお
いて、当社グループが持つノウハウや技術力が高く評価さ
れており、これが安定的な受注、売上の計上に繋がってお
ります。
　また、売上総利益は4,548百万円（同13.7％増）の増益
となりました。システム開発サービスは電気料金等の原価
高騰の影響を受けなかったため、前期並みの収益性を維持
することが出来ました。

17,511

4,001

第51期
（2022年３月期）

19,806

4,548

第52期
（2023年３月期）

（単位：百万円）売上高/売上総利益

売上高
19,806百万円
（前期比13.1%増）

売上総利益
4,548百万円
（前期比13.7％増）

システム機器販売 　売上高は1,432百万円（前期比20.0％増）、売上総利益
は243百万円（同21.4％増）の増収増益となりました。
　当社グループのデータセンターサービス利用顧客による
設備投資が活発化したこと、及びシステム開発に
伴う機器販売が好調に推移したことにより、前期比で増収
増益となりました。

1,193

第51期
（2022年３月期）

1,432

第52期
（2023年３月期）

200 243

（単位：百万円）売上高/売上総利益

売上高
1,432百万円

（前期比20.0%増）

売上総利益
243百万円

（前期比21.4％増）
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当事業年度の事業の状況

サービス区分別売上高、
売上総利益

前連結会計年度
（2021年４月1日から2022年３月31日まで）

当連結会計年度
（2022年４月1日から2023年３月31日まで） 増減

金額（百万円） 構成比（％）金額（百万円） 構成比（％）金額（百万円） 率（％）

情報処理
サービス

売上高 12,464 40.0 13,749 39.3 1,284 10.3

売上総利益 2,949 41.2 2,381 33.2 △567 △19.2

システム開発
サービス

売上高 17,511 56.2 19,806 56.6 2,295 13.1

売上総利益 4,001 56.0 4,548 63.4 547 13.7

システム機器
販売

売上高 1,193 3.8 1,432 4.1 239 20.0

売上総利益 200 2.8 243 3.4 42 21.4

合　　計
売上高 31,169 100.0 34,988 100.0 3,819 12.3

売上総利益 7,151 100.0 7,174 100.0 22 0.3

②設備投資の状況
　当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は、1,973百万円であります。これは、主に
情報処理サービスの受注拡大に備えるため、データセンター設備を増強したことによるものでありま
す。

③資金調達の状況
　当連結会計年度において、貸出コミットメント契約を取引金融機関５行との間で結び、機動的かつ安
定的な資金調達が可能となっております。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。
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当事業年度の事業の状況

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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直前3事業年度の財産及び損益の状況

31,097,421

第49期
（2020年３月期）

30,016,039

第50期
（2021年３月期）

31,169,800

第51期
（2022年３月期）

34,988,835

第52期
（2023年３月期）

（単位：千円）売上高

2,531,422

第49期
（2020年３月期）

2,279,565

第50期
（2021年３月期）

2,542,187

第51期
（2022年３月期）

2,175,391

第52期
（2023年３月期）

（単位：千円）経常利益

1,672,308

第49期
（2020年３月期）

1,494,767

第50期
（2021年３月期）

1,694,762

第51期
（2022年３月期）

1,343,566

第52期
（2023年３月期）

（単位：千円）親会社株主に帰属する当期純利益

第49期
（2020年３月期）

29,589,651

15,224,511

第50期
（2021年３月期）

32,056,614

16,212,830

第51期
（2022年３月期）

33,503,851

17,304,418

第52期
（2023年３月期）

32,630,314

17,581,820

（単位：千円）総資産/純資産
■総資産　■純資産 105.13

第49期
（2020年３月期）

93.62

第50期
（2021年３月期）

106.08

第51期
（2022年３月期）

84.06

第52期
（2023年３月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

956.89

第49期
（2020年３月期）

1,014.82

第50期
（2021年３月期）

1,083.14

第51期
（2022年３月期）

1,099.90

第52期
（2023年３月期）

（単位：円）1株当たり純資産

第49期
（2020年３月期）

第50期
（2021年３月期）

第51期
（2022年３月期）

第52期
（当連結会計年度）
（2023年３月期）

売上高 （千円） 31,097,421 30,016,039 31,169,800 34,988,835
経常利益 （千円） 2,531,422 2,279,565 2,542,187 2,175,391
親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 1,672,308 1,494,767 1,694,762 1,343,566
1株当たり当期純利益 （円） 105.13 93.62 106.08 84.06
総資産 （千円） 29,589,651 32,056,614 33,503,851 32,630,314
純資産 （千円） 15,224,511 16,212,830 17,304,418 17,581,820
1株当たり純資産 （円） 956.89 1,014.82 1,083.14 1,099.90

(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況

26



2023/05/25 11:40:49 / 22944952_株式会社アイネット_招集通知_電子提供措置用

重要な親会社及び子会社の状況

名称 所在地 資本金 出資比率 主要な事業内容
千円 ％

株式会社ISTソフトウェア 東京都大田区 100,000 100.0
・情報処理サービス
・システム開発サービス
・システム機器販売

株式会社ソフトウェアコントロール 東京都中央区 54,000 100.0 ・システム開発サービス

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　今後の日本経済は、原材料の高騰に伴うインフレ懸念等により、依然先行きへの不透明感が強く、企業
を取り巻く環境は厳しいものがあります。但し、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進をは
じめとしたシステム開発ニーズやソフトウエアへの投資は、以前にも増して、高まってきており、今後も
この状況は変わらないものと考えられます。
　このような環境下、当社グループは、主力事業である情報処理サービス事業を顧客・社会のDX推進の
プラットフォームと位置づけ、引き続き同事業の拡大に注力してまいります。自社データセンターによる
情報処理サービスの強化を図り、システム開発サービスと合わせたワンストップでのサービス提供を可能
とすることで、当社グループの優位性を高めてまいります。
　今後の主な課題としては、電気料金の値上がりをはじめとした原価やコスト上昇への対応力の強化、投
資力の維持、及び人的資本強化、と考えております。

(当社グループのビジネスモデル）
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対処すべき課題

（金額単位：百万円） 2023年３月期 2025年３月期
実績 目標

売上高 34,988 40,000
営業利益 2,129 3,200
営業利益率 6.1% 8.0%
自己資本当期純利益率（ROE） 7.7% 10%以上

　当社グループの事業は、「情報処理サービス」と「システム開発サービス」の大きく２つのサービス
とそれらに付随する「システム機器販売」の3つのサービス区分で構成されています。
　「情報処理サービス」は、自社で運営するデータセンターを活用した事業です。当社グループの祖業
である、サービスステーション（SS、ガソリンスタンド）向け受託計算サービスからスタートした、中
核事業でもあります。「データセンター・クラウドサービス」、「受託計算サービス」、「プリント・
メーリング・BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）サービス」で構成されています。
　「システム開発サービス」は、ソフトウェア、及びハードウェアの開発/運用の受託事業です。主
に、金融、流通、エネルギー、宇宙などの分野において、ソフトウェアなどの開発等の業務を請け負っ
ております。

　当社グループは、自社のデータセンターを軸に「情報処理サービス」と「システム開発サービス」を
最適な形で組み合わせて提供することができます。当社グループが展開するサービスは、DXソリュー
ション、クラウドサービス、受託計算、決済、プリント・メーリング・サービス・BPO、システム開
発、組込制御、基盤開発・運用監視、など多岐にわたっております。
　当社グループは、顧客がDX時代に必要とする最適なサービスを、安全にワンストップで提供するこ
とで、他社が安易に真似することのできない、独自の事業展開を行っております。「運用・BPOのアイ
ネット」として、情報処理産業において確固たる地位を確立しています。

(中期経営計画)
　2022年度より、中期経営計画（2022年４月～2025年３月）をスタートしました。
　当社グループは、持続的な企業価値向上を目指すために、事業規模の継続的拡大を通じ、本業の成果
を表す「売上高」、「営業利益」、「営業利益率」および「自己資本当期純利益率（ROE）」を重要な
経営指標としております。
　計画初年度となる2023年3月期の実績を踏まえて、中期経営計画における2025年３月期の数値目標
を以下に修正しております。
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対処すべき課題

情報処理サービス

データセンター・   
クラウドサービス

・インフラ運用、システム運用、業務運用まで幅広いサービス提供推進
・顧客に応じクラウドへの移行を手厚くサポート
・新サービス拡充（セキュリティ、ストレージ等）
・高効率、低消費電力サーバ・ストレージによる省エネサービスの提供

受託計算サービス
・石油元売り・商社向けDX推進強化（業務効率化提案等）
・大手特約店向けサービス拡充（規制対応、ASP利用拡大）
・顧客の拡大（SS向けサービス拡充、LPG業界向けサービス展開）

プリント・メーリン
グ・BPOサービス

・業務効率化コンサルティング推進（電子と紙のハイブリッド化）
・サービス多角化（協業先との連携 - BPO、配送サービス等）
・業務の質・量の強化に向けた設備の増強と効率的運営

システム開発サービス
・金融機関向けサービスの強化
・販売管理システム、IoTプラットフォームのサービス展開強化
・宇宙・衛星事業における協業と自社サービスの強化

サービス別の事業戦略は以下となります。
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対処すべき課題

重点強化ポイント 主な取組み 関連SDGs
①DX、New Normal時代に
向けた顧客サービス、研究
開発の推進

・クラウドサービス普及拡大
・非接触、非密集対策
・ビッグデータ・AI・IoT推進

9. 産業と技術革新の基盤を作ろう
11. 住み続けられるまちづくりを
12. つくる責任　つかう責任

②共創・イノベーション推進
と価値創出

・SDGs推進専門部署設置
・産公学民連携事業推進
・財団、特例子会社による事

業活動推進

3. すべての人に健康と福祉を
9. 産業と技術革新の基盤を作ろう

11. 住み続けられるまちづくりを

③人材の多様化、高度化、生
産性向上

・社員の能力開発
・ダイバーシティ推進
・キャリア形成支援
・働き方改革の推進

3. すべての人に健康と福祉を
4. 質の高い教育をみんなに
5. ジェンダー平等を実現しよう
8. 働きがいも経済成長も

10. 人や国の不平等をなくそう
④サービス展開モデルにおけ
る事業ポートフォリオの適
切な運営、企業価値の向上

・自社データセンターによる
ワンストップモデル推進

・ストックビジネス強化

9. 産業と技術革新の基盤を作ろう
11. 住み続けられるまちづくりを

(重点強化ポイントとしての取り組み）

①DX、New Normal時代に向けた顧客サービス、研究開発の推進
　気候変動への対応を始めとする省電力、災害やBCPへの備えといったことに対するデータセンター
サービスへの期待は益々高まると考えられます。また、非接触・非密集対策、ビッグデータ・AI・
IoT推進など、時代の変化やニーズに応える事業として取り組んでまいります。

②共創・イノベーション推進と価値創出
　SDGs推進専門部署設置、産公学民連携、当社創業者が設立した公益財団法人アイネット地域振興
財団、障がい者雇用促進を目指す特例子会社、株式会社アイネット・データサービスとの連携など、
社会課題の発掘とその解決策を提示すべく、当社グループの機能を最大限に活用してまいります。

③人材の多様化、高度化、生産性向上
　経営における最大の財産は社員であるという理念のもと、多様性のある企業風土やダイバーシティ
推進のメリットを最大限に引き出すべく取り組んでいます。また、社員のキャリア形成支援、働き方
改革を通じ、社員の能力・スキルアップとともに、事業への貢献度を高め生産性を上げられるよう社
員の能力とやりがいが結集する組織にしてまいります。
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対処すべき課題

④サービス展開モデルにおける事業ポートフォリオの適切な運営、企業価値の向上
　「自社データセンターによるワンストップモデル推進」及び、「ストックビジネス強化」を事業戦
略として追求し、サービス展開力を強化してまいります。

(健康経営に向けた取り組み)
　当社は、「社員が経営における最大の財産である」という理念のもと、社員の健康づくりを経営的な
視点で捉えております。社員が心身ともに健康であることこそが、持続的な企業価値向上の源泉であり
ます。社員の健康増進を支援する健康経営を積極的に推進するため、代表取締役兼社長執行役員を最高
健康責任者に指名し、人事部・健康支援室・健康保険組合が一体となり、様々な活動に戦略的に取り組
んでおります。
　なお、以前より、当社は、健康経営に関する取り組みに一定水準の評価を得ており、経済産業省と日
本健康会議が共同で優良な健康経営を実践している企業を選定する「健康経営優良法人2023」～ホワ
イト500～に認定されております。

(その他の課題）
　2019年10月、当社は日本年金機構が発注する帳票の作成及び発送準備業務に関して、独占禁止法違
反の疑いがあるとして、公正取引委員会の立ち入り検査を受け、以降、同委員会による調査に全面的に
協力して参りました。2022年３月３日に同委員会から独占禁止法に基づく排除措置命令及び課徴金納
付命令を受け、2022年３月期において関連する請求額について、未払金及び引当金を計上しており、
2023年３月期にすべての支払いを完了しております。
　2023年3月2日、日本年金機構より「不正行為に係る損害賠償請求の方針について」と題する文書に
よる通知を受け、損害賠償請求額34,299,164円、及び遅延損害金8,839,946円（支払日を2023年3月
31日として算出）の請求がありました。当社は、その対応について慎重に検討を重ねた結果、当該請
求額を全額支払うことを決め、当期に損害賠償金43,139,110円を特別損失として計上しております。
　当社といたしましては、この度の命令を厳粛かつ真摯に受け止めており、すべての役職員に対して、
独占禁止法遵守ルールの厳格化やコンプライアンス教育を徹底しております。引き続き、社員教育を強
力に押し進めると共に、必要に応じて更なる対策を講じてまいる所存です。
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主要な事業内容、主要な事業所

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

　当社グループは、情報サービスを主な事業としております。
　サービス区分毎の事業内容は以下のとおりであります。

①情報処理サービス

②システム開発サービス

③システム機器販売

本社 横浜市西区

事業所 東京都大田区

情報センター 横浜市（２拠点）

支店 札幌（札幌市北区）、仙台（仙台市青葉区）、中部（名古屋市中区）、
大阪（大阪市淀川区）、中四国（広島市南区）、福岡（福岡市中央区）

株式会社ISTソフトウェア 東京都大田区

株式会社ソフトウェアコントロール 東京都中央区

(6) 主要な事業所（2023年３月31日現在）

①当社

②子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

1,655（221）名 6名増（53名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

969（221）名 5名増（53名増） 40.3歳 16.7年

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

借入先 借入額（千円）

株式会社横浜銀行 2,808,050

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,323,364

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
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株式の状況

2 会社の現況

①発行可能株式総数 60,000,000株
② 発行済株式の総数 16,242,424株
③ 株主数 8,741名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

池田　典義 1,620 10.14

アイネット従業員持株会 1,490 9.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,363 8.53

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,105 6.91

株式会社横浜銀行（常任代理人株式会社日本カストディ銀行） 707 4.42

北川　康浩 421 2.64

有限会社エヌ・アンド・アイ 316 1.98

関東財務局 311 1.95

日本生命保険相互会社（常任代理人日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 275 1.72

公益財団法人アイネット地域振興財団 250 1.56

(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

（注）1. 当社は自己株式（257,521株）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
3. 2023年4月7日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、レオス・キャ

ピタルワークス株式会社及びその共同保有者である株式会社ＳＢＩ証券が2023年3月31日現在でそれぞ
れ以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当連結会計年度末現在における実
質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
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株式の状況

氏名又は名称 住所 保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

レオス・キャピタルワークス株式会社 東京都千代田区丸の
内一丁目11番１号 株式　729,100 4.49

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一
丁目６番１号 株式　  27,984 0.17

処分する株式の種類及び株式数 当社普通株式　9,500株
処分価額 1株につき1,293円
処分価額の総額 12,283,500円
募集又は割当方法 特定譲渡制限付株式を割り当てる方法
出資の履行方法 金銭報酬債権の現物出資による

株式の割当ての対象者及びその人数並びに
割り当てる株式の数

当社の取締役（※1）   5名　5,000株
当社の執行役員（※2）9名　4,500株
※1 監査等委員である取締役及び社外取締
役を除きます。
※2 取締役を兼務している者を除きます。

払込期日 2022年8月22日

⑤当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況

株式数 交付対象者数

取締役
（監査等委員を除く）

取締役
（社外取締役を除く）

当社普通株式
5,000株 5名

社外取締役 ー ー

取締役（監査等委員） ー ー

4. 当社は、譲渡制限付株式報酬制度に基づき、2022年7月22日開催の取締役会の決議によって、次のとお
り自己株式の処分を実施いたしました。

36



2023/05/25 11:40:49 / 22944952_株式会社アイネット_招集通知_電子提供措置用

新株予約権等の状況

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役兼社長執行役員 坂 井 　 満

取締役兼専務執行役員 佐 伯 友 道 事業統括兼DC本部長

取締役兼常務執行役員 内 田 直 克 財務本部長
株式会社ＩＳＴソフトウェア監査役

取締役兼執行役員 木 下 昌 和 経営企画本部長

取締役兼執行役員 今 井 克 幸 総務人事本部長

取締役 竹 之 内 　 幸 　 子 株式会社Ｗｏｏｍａｘ Founder（ファウンダー）
一般社団法人自立学実践研究所 理事

取締役 北 川 博 美 産業能率大学情報マネジメント学部教授

取締役 大 槻 陸 夫

取締役（常勤監査等委員） 市 川 裕 介

取締役（監査等委員） 坪 谷 哲 郎

取締役（監査等委員） 鈴 木 紀 子
日本女子大学現代女性キャリア研究所客員研究員、リカレ
ント教育課程担当講師
中央学院大学法学部非常勤講師

氏名 異動後 異動前

佐 伯 友 道 取締役兼専務執行役員
事業統括兼ITMS本部長

取締役兼常務執行役員
事業統括兼ITMS本部長

(3) 会社役員の状況
①取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）1. 取締役竹之内幸子、北川博美及び大槻陸夫、取締役（常勤監査等委員）市川裕介、並びに取締役（監査
等委員）坪谷哲郎及び鈴木紀子の各氏は、社外取締役であります。なお、当社は竹之内幸子、北川博
美、市川裕介、坪谷哲郎及び鈴木紀子の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

2. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能
を強化するために、市川裕介氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3. 2022年6月24日付で取締役の地位及び担当を次のとおり変更しております。
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氏名 異動後 異動前

佐 伯 友 道 取締役兼専務執行役員
事業統括兼ＤＣ本部長

取締役兼専務執行役員
事業統括兼ITMS本部長

氏名 異動後 異動前

佐 伯 友 道 取締役兼専務執行役員 取締役兼専務執行役員
事業統括兼ＤＣ本部長

内 田 直 克 取締役兼常務執行役員
事業統括

取締役兼常務執行役員
財務本部長

木 下 昌 和 取締役兼執行役員 取締役兼執行役員
経営企画本部長

今 井 克 幸 取締役兼執行役員
本社統括兼ソーシャルイノベーション本部長

取締役兼執行役員
総務人事本部長

４. 2022年10月１日付で取締役の地位及び担当を次のとおり変更しております。

5. 2023年４月１日付で取締役の地位及び担当を次のとおり変更しております。

②責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役（監査等委員である取締役を除きます。）及び各監査等委員である取締役は、会
社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額と
しております。

③役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を含みます。）並びに当社子会社の取締役及び監査
役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しており、保険料は全額当社及び当該子会社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が負担することとなる、被保険者がその職務の執行に関し責
任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契
約により塡補するものであり、１年毎に契約更新しております。ただし、被保険者の職務の執行の適正
性が損なわれないようにするため、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、填補の対
象としないこととしております。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区分 支給人員
（名）

報酬等の総額
（百万円） 基本報酬 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役） 8 （3） 138 （18） 132 （18） 6 （ー）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役） 6 （6） 24 （24） 24 （24） ー （ー）

合　計
（うち社外役員） 14 （9） 162 （42） 156 （42） 6 （ー）

④役員の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）1. 上記には、2022年６月24日開催の第51回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名を含ん
でおります。

2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

ロ．株式報酬（非金銭報酬等）の内容
　当社では、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一
層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除
く。以下「対象取締役」といいます。）を対象に譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。対
象取締役は、当該制度に基づき当社より支給された金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払い
込み、当社の普通株式の発行又は処分を受けることとなります。譲渡制限付株式付与のために支給
する金銭報酬の総額は年額50百万円以内、当該制度により発行又は処分される当社の普通株式の
総数は年５万株以内としており、当社と対象取締役との間では、対象取締役が退任する日までの
間、割当てを受けた当社の普通株式について譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこ
と、一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式を無償で取得することを内容として含む譲渡
制限付株式割当契約を締結するものとしております。

ハ．役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2020年６月24日開催の定時株主
総会において、年額270百万円以内（うち、社外取締役年額20百万円以内）と決議しております
（使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません）。また、当該金銭報酬とは別枠で、当該定時株
主総会において、譲渡制限付株式付与のために支給する金銭報酬の額を年額50百万円以内（当該
金銭報酬債権の全部を現物出資財産として給付して発行又は処分される当社普通株式の数を年５
万株以内）と決議しております（監査等委員である取締役及び社外取締役は付与対象外）。当該定
時株主総会の終結時点の取締役（監査等委員であるものを除く。）の員数は８名（うち、社外取締
役は２名）です。
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　監査等委員である取締役の報酬等の額は、2020年６月24日開催の定時株主総会において、年額
40百万円以内と決議しております。当該定時株主総会の終結時点の監査等委員である取締役の員
数は４名（うち、社外取締役は４名）です。

ニ．取締役（監査等委員であるものを除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
　取締役会は、取締役（監査等委員であるものを除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
を決議しており、その概要は次のとおりです。なお、取締役会は、当該事業年度に係る取締役（監
査等委員であるものを除く。）の個人別の報酬等について、具体的な決定方法及び内容が取締役会
で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬諮問委員会からの答申の内容に従ってい
ることを確認しており、また、指名・報酬諮問委員会においても当該決定方針に沿うものであるこ
とを確認しているため、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　a．基本方針

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を
図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具
体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬及び株式報酬により構成
し、監督機能を担う業務執行を行わない取締役及び社外取締役については、その職務に鑑
み、基本報酬のみを支払うこととする。

　b．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、月例の固定報酬とし、
職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定するものとする。

　c．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針
　非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、譲渡制限付株式付与のために支給する金銭報酬の
総額は年額50百万円以内とする。具体的配分については、短期的には営業利益・当期純利
益・経常利益・売上高等、長期的にはROE・株価・時価総額等を総合的に勘案して決定し、
翌期の報酬に反映させるものとする。支給する時期については、毎年７月の取締役会にて決
議を行い、８月に割当を行うものとする。

　d．金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関す
る方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、客観性・妥当性を担保するために、外部
調査機関の役員報酬調査データによる報酬水準・業績連動性の客観的な比較検証を行い、指
名・報酬諮問委員会で検討を行う。取締役会（eの委任を受けた代表取締役兼社長執行役員）
は指名・報酬諮問委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲
内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。株主と経営者の利害を共有し、
企業価値の持続的な向上に寄与するために、最も適切な支給割合となることを方針とする。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

　e．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役兼社長執行役員がその具体的
内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役（監査等委員である取締
役を除く。）の基本報酬の額及び株式報酬の個人別の割当株式数とする。取締役会は、当該
権限が代表取締役兼社長執行役員によって適切に行使されるよう、指名・報酬諮問委員会に
原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役兼社長執行役員は、当該
答申の内容に従って決定をしなければならないこととする。

　f．その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項
　非金銭報酬等である譲渡制限付株式については、在任期間中に不正行為や法令違反等があ
った場合は株式報酬の全部又は一部を無償返還するクローバック条項を設定するものとす
る。

ホ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　当社は2021年２月19日開催の取締役会決議に基づき、代表取締役兼社長執行役員である坂井満
に取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の具体的内容について委任をして
おります。委任された権限の内容は、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬の
額及び株式報酬の個人別の割当株式数の決定としております。これらの権限を委任した理由は、当
社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役兼社長執行役員が最も
適しているからであります。取締役会は、当該権限が代表取締役兼社長執行役員によって適切に行
使されるよう、指名・報酬諮問委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代
表取締役兼社長執行役員は、当該答申の内容に従って決定をしなければならないこととしておりま
す。
　監査等委員である各取締役の報酬については株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、
常勤、非常勤の別、業務分担の状況を考慮して監査等委員である取締役の協議により決定しており
ます。

⑤社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役竹之内幸子氏は、株式会社WoomaxのFounder（ファウンダー）であります。また、
2022年６月まで一般社団法人自立学実践研究所の代表理事でありました。同年7月より一般社
団法人自立学実践研究所の理事であります。なお、当社と株式会社Woomax及び一般社団法人
自立学実践研究所との間には特別の関係はありません。

・取締役北川博美氏は、産業能率大学情報マネジメント学部教授であります。なお、当社と産業能
率大学との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）鈴木紀子氏は、日本女子大学現代女性キャリア研究所客員研究員及びリカ
レント教育課程担当講師であります。また、中央学院大学法学部非常勤講師であります。なお、
当社と日本女子大学及び中央学院大学との間には特別の関係はありません。
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取締役会（16回開催） 監査等委員会（13回開催）

出席回数（回） 出席率（％） 出席回数（回） 出席率（％）
取締役
竹之内　幸子 16 100 － －

取締役
北川　博美 16 100 － －

取締役
大槻　陸夫 16 100 － －

取締役（常勤監査等委員）
市川　裕介 16 100 13 100

取締役（監査等委員）
坪谷　哲郎 13 100 10 100

取締役（監査等委員）
鈴木　紀子 13 100 10 100

ロ. 当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査等委員会への出席状況

（注）１．取締役（監査等委員）坪谷哲郎氏及び鈴木紀子氏の両氏は2022年6月24日開催の当社第51回定時株
主総会で取締役（監査等委員）に選任されており、取締役会の出席率は就任後の取締役会開催回数13
回で計算しております。

２．取締役（監査等委員）坪谷哲郎氏及び鈴木紀子氏の両氏の監査等委員会の出席率は（注）１と同様に
就任後の監査等委員会開催回数10回で計算しております。

・取締役会及び監査等委員会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職
務の概要

ａ．竹之内幸子氏は、取締役会において、女性活躍推進をテーマとした多くの講演やコンサルテ
ィングで培った経験から積極的に意見を述べており、特に当社の経営及びダイバーシティ推進
について専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの適切な役割を果たしております。また、指名・報酬諮問委員会の委員として当事業年度に
開催された全ての委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬
等の決定過程における監督機能を果たしております。

ｂ．北川博美氏は、取締役会において、当業界出身ではない客観的な視点から積極的に意見を述
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べており、特に情報マネジメントにおける高度な学術知識について専門的な立場から監督、助
言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。また、指名・報酬諮問委員会の委員として当事業年度に開催された全ての委員会に出席
し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能
を果たしております。

ｃ．大槻陸夫氏は、取締役会において、長年にわたる電力会社で培った経験から積極的に意見を
述べており、企業経営経験者の立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。

ｄ．市川裕介氏は、取締役会及び監査等委員会において、経営管理に関する豊富な知識から積極
的に意見を述べており、経営から独立し、客観的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決
定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

ｅ．坪谷哲郎氏は、取締役会及び監査等委員会において、同業他社での業務執行で培った経験か
ら積極的に意見を述べており、経営から独立し、客観的な立場から監督、助言等を行うなど、
意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

ｆ．鈴木紀子氏は、取締役会及び監査等委員会において、大学准教授及び講師として培った幅広
い経験と識見から積極的に意見を述べており、経営から独立し、客観的な立場から監督、助言
等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

報酬等の額（百万円）

①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 47

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 47

(4) 会計監査人の状況
①会計監査人の名称　　　太陽有限責任監査法人
（注）当社の会計監査人でありましたPwCあらた有限責任監査法人は、2022年６月24日開催の第51回定時株主

総会終結の時をもって退任いたしました。

②当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商
品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、①の額は、これらの合計額を記載してお
ります。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の実施状況及び報酬額見積りの算出根拠など
を確認し、検討した結果、適切であると判断し、会計監査人の報酬等について同意を行っております。
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③公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）の内容
　該当事項はありません。

④会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した
監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任理由の報告
をいたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

⑤当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算書類監査の状況
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(5) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務並び
に株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概
要は以下のとおりであります。

①当社及びグループ会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

　当社は、経営方針に則った「企業行動憲章」を制定し、代表取締役兼社長執行役員が繰り返しその精
神を当社並びにグループ会社の取締役及び使用人に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の
前提とすることを徹底する。
　代表取締役兼社長執行役員は、取締役からコンプライアンス全体に関する統括責任者を任命し、リス
クマネジメント部がコンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたる。
　内部監査室は、独立した立場から監査を実施してその結果を代表取締役兼社長執行役員に報告する。
　当社は、コンプライアンス上、疑義ある行為についての内部通報の仕組みとして、「公益通報者保護
規程」を定め、それに従い、取締役及び使用人が通報窓口を通じて会社に通報できる内部通報制度を運
営する。内部通報制度の通報状況については、速やかに監査等委員会に報告を行うこととする。
　監査等委員会は、コンプライアンス体制に対する問題の有無を調査し、取締役会に報告する。また、
取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　代表取締役兼社長執行役員は、取締役から職務執行に係る情報の保存及び管理についての総括責任者
を任命する。職務執行に係る情報の保存及び管理は「文書管理規程」に定め、これに従い当該情報を文
書または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役は、「文書管理規程」により、これらの文書等を常時
閲覧できるものとする。「文書管理規程」他関連規程は、必要に応じて適時見直し、改善を図るものと
する。

③当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスクマネジメント部主導の下、代表取締役兼社長執行役員を委員長とする組織横断的なリスク管理
委員会を設置し、リスクの見直しを行う。また、同委員会は、「危機管理規程」を見直し、リスクカテ
ゴリー毎の責任部署を定め、グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、リスク管理体制の整
備・強化を図る。
　さらに、内部監査室は、部署毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に取締役会に報告す
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る。
④当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を毎月１
回定例的に開催するほか、必要に応じて適時臨時取締役会を開催する。
　取締役会の決定に基づく業務の執行状況は、担当する取締役が取締役会において適時報告し、監査等
委員会及び内部監査室がこれを適時監査する。また、執行が効率的に行われるよう毎月１回本部長会を
開催する。
　グループ全体の中期経営計画及び単年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定する。また、グルー
プ会社を含めた事業部門長以上で構成されるグループ経営会議を毎月1回定例的に開催し、業務の執行
状況を報告させ、施策及び効率的な業務執行を阻害する要因の分析とその改善を図る。

⑤当社及びグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　｢関係会社管理規程｣に基づき、グループ会社の管理は所管役員が行う。グループ会社の社長は、毎月
１回開催されるグループ経営会議に参加し、円滑な情報交換を行う。
　当社並びにグループ会社の取締役は、当社各部門及び各グループ会社の業務執行の適正を確保する内
部統制システムの確立とその運用について権限と責任を有する。
　監査等委員会と内部監査室は、定期または臨時にグループ管理体制を監査し、取締役会に報告する。
　この活動に資するため、グループ会社監査役等連絡会、内部監査部門連絡会を組織し、情報の共有化
を図って対処する。

⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協
議のうえ、内部監査室及び本社所属の職員を監査等委員会を補助すべき使用人として指名することがで
きる。指名された使用人の補助すべき期間中における指揮権は、監査等委員会に委譲されたものとし、
また、監査等委員会の指示の実効性を確保するため、監査等委員会から命じられた職務に関しては、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）及び当該使用人の属する組織等の者の指揮命令は受けないも
のとする。また、当該使用人の当該期間における人事異動は、監査等委員会の同意を得るものとする。
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⑦監査等委員会に報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　当社及びグループ会社は、監査等委員会に対して報告を行った当社及びグループ会社の取締役（監査
等委員である取締役を除く。）及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを
行わないものとする。
⑧監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払等の請求をしたときは、速やかに当
該費用または債務を処理する。

⑨当社及びグループ会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に
報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制、その他監査等委員会の監査が実
効的に行われることを確保するための体制

　当社の監査等委員会に報告すべき事項（法定の事項、当社及びグループ会社の経営・業績に重大な影
響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、重大な法令･定款違反行為、その他）に関する規程を2020年６
月24日に制定した。当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は監査等委員会に
対して、その規程に定める報告事項を、遅滞なく報告する。
　常勤監査等委員は、グループ経営会議その他の社内会議に出席し、経営上の重要情報について適時報
告を受けられる体制とする。また、監査等委員会が必要と判断したときは、いつでも当社及びグループ
会社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとする。
　監査等委員会は、代表取締役兼社長執行役員との間において定期的な意見交換会を開催する。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記内部統制システムに基づき、当事業年度において適切な運用を行ってきております。主な
運用状況の概要については次のとおりです。

①取締役の職務執行について
　取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動するよう徹底しておりま
す。取締役会では、各議案についての審議、業務執行の状況等の監督を行い、活発な意見交換がなされ
ており、意思決定及び監督の実効性を確保しております。
　執行役員制度を導入し、経営の監督と執行を分離し、迅速な業務執行を図っております。更なる運営
高度化を図るため、運営の見直しを検討しております。
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　経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名、並びに報酬等に係わる取締役会の機能の独立性・客観性
と説明責任の強化を図り、コーポレートガバナンス体制の一層の充実させるため、任意の諮問機関であ
る指名・報酬諮問委員会を設置しております。委員の過半数以上を社外取締役で構成しており、取締役
等の選任・報酬等を協議しております。
　また、グループ経営会議においても重要な業務執行について報告・協議が行われており、業務執行の
適正性、効率性を確保しております。
　その他に、原則年１回取締役会の実効性評価を実施することとし、取締役会の現状を把握し、より実
効性を高めるべく運営の見直しを実施しております。

②監査等委員会の職務執行について
　監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づいた監査を実施しております。また、取
締役会及びグループ経営会議等への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に
情報交換が行われており、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状況を確認し
ております。

③グループ管理体制
　毎月開催されるグループ経営会議において、子会社の社長及び役員が事業の実績報告を行うことに加
えて、当社の役員等を子会社の監査役として派遣し、子会社の事業活動を把握し、適切な指示、助言を
行うとともに、当該役員等を通じて当社に随時報告を行っております。

④コンプライアンス
　コンプライアンス意識の向上と不正行為の防止を図るため、全社員へ名刺サイズ版の企業行動憲章カ
ードを配布し、常時携帯させております。また、社員のみならずパートやアルバイトも対象にe-ラーニ
ング等による教育を実施し、より良い企業風土の醸成に努めております。なお、公益通報者保護規程に
則り、リスクマネジメント部に加えて、社外にも内部通報窓口を設置し、内部通報環境の整備に努めて
おります。

⑤リスク管理体制
　経営における重大な損失、不利益を最小限にするため危機管理規程を制定し、毎月開催される組織横
断的なリスク管理委員会において、グループ全体のリスクの見直しを行っております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：千円）
科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
契約資産
商品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
のれん
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金 　

10,246,033
2,310,183

93,488
6,035,796
1,158,127

43,597
110,797
48,832

445,580
△370

22,384,280
14,951,521
10,362,384
2,966,336
179,451
137,570

1,305,777
2,093,600
165,433

1,895,013
33,153

5,339,159
3,566,869
907,910
148,402
744,236
△28,259 　

負債の部
流動負債 9,294,540

買掛金 1,743,329
短期借入金 3,068,448
リース債務 69,611
未払法人税等 282,283
契約負債 405,714
賞与引当金 963,633
工事損失引当金 460
その他 2,761,060

固定負債 5,753,953
長期借入金 5,239,226
リース債務 128,305
繰延税金負債 124,496
退職給付に係る負債 42,020
資産除去債務 190,961
その他 28,944

負債合計 15,048,493
純資産の部
株主資本 17,208,090
資本金 3,203,992
資本剰余金 3,147,381
利益剰余金 11,161,262
自己株式 △304,545
その他の包括利益累計額 373,729
その他有価証券評価差額金 526,977
退職給付に係る調整累計額 △153,248
純資産合計 17,581,820

資産合計 32,630,314 負債・純資産合計 32,630,314

連結計算書類

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結損益計算書（2022年４月1日から2023年３月31日まで） (単位：千円）

科目 金額

売上高 34,988,835
売上原価 27,814,748
売上総利益 7,174,086
販売費及び一般管理費 5,044,845
営業利益 2,129,241
営業外収益 106,301
受取利息 27
受取配当金 52,158
助成金収入 17,143
投資事業組合運用益 7,077
その他 29,894
営業外費用 60,150
支払利息 43,023
持分法による投資損失 1,263
支払手数料 13,201
その他 2,662
経常利益 2,175,391
特別利益 11,257
投資有価証券売却益 11,257
特別損失 191,789
投資有価証券評価損 79,008
固定資産売却損 51,748
損害賠償金 43,139
固定資産除却損 17,893
税金等調整前当期純利益 1,994,860
法人税・住民税及び事業税 641,735
法人税等調整額 9,558
当期純利益 1,343,566
親会社株主に帰属する当期純利益 1,343,566

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2022年４月1日から2023年３月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 3,203,992 3,146,335 10,576,788 △314,986 16,612,129
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △759,092 △759,092
親会社株主に帰属する当期純利益 1,343,566 1,343,566
自己株式の取得 △796 △796
自己株式の処分 1,045 11,237 12,283
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 1,045 584,474 10,440 595,960
当期末残高 3,203,992 3,147,381 11,161,262 △304,545 17,208,090

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 686,469 5,818 692,288 17,304,418
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △759,092
親会社株主に帰属する当期純利益 1,343,566
自己株式の取得 △796
自己株式の処分 12,283
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額) △159,492 △159,067 △318,559 △318,559

連結会計年度中の変動額合計 △159,492 △159,067 △318,559 277,401
当期末残高 526,977 △153,248 373,729 17,581,820

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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貸借対照表

貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：千円）
科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
契約資産
商品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
車輌運搬具
工具・器具・備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
破産更生債権等
長期前払費用
前払年金費用
敷金・保証金
会員権
その他
貸倒引当金 　

7,287,500
1,461,952

4,955
4,223,110
1,033,600

41,008
78,646
48,694

122,667
256,820
16,258
△213

24,110,908
14,803,259
9,896,987
398,351

0
1,278,010
2,912,887
179,451
137,570
1,908,147

27,251
939,212
941,401

281
7,399,501
2,945,967
2,912,782

1,302
27,409

131,774
991,354
368,224
47,347
1,600

△28,259 　

負債の部
流動負債 10,285,439

買掛金 1,373,817
一年内返済予定の長期借入金 3,026,448
リース債務 69,611
未払金 852,138
未払法人税等 151,002
未払消費税等 121,907
未払費用 188,224
契約負債 394,105
預り金 36,946
関係会社預り金 2,500,000
仮受金 1,048,603
賞与引当金 485,076
その他 37,558

固定負債 5,699,412
長期借入金 5,238,226
リース債務 128,305
資産除去債務 126,610
預り保証金 21,326
繰延税金負債 184,944

負債合計 15,984,852
純資産の部
株主資本 14,977,655
資本金 3,203,992
資本剰余金 3,139,037
資本準備金 801,000
その他資本剰余金 2,338,037
利益剰余金 8,939,171
その他利益剰余金 8,939,171
繰越利益剰余金 8,939,171

自己株式 △304,545
評価・換算差額等 435,901
その他有価証券評価差額金 435,901
純資産合計 15,413,556

資産合計 31,398,409 負債・純資産合計 31,398,409

計算書類

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損益計算書

損益計算書（2022年４月1日から2023年３月31日まで） (単位：千円）

科目 金額

売上高 25,224,033
売上原価 20,037,692
売上総利益 5,186,341
販売費及び一般管理費 3,744,877
営業利益 1,441,463
営業外収益 158,928
受取利息 9
受取配当金 118,350
助成金収入 9,689
投資事業組合出資金運用益 7,077
その他 23,800
営業外費用 61,674
支払利息 46,295
支払手数料 13,201
その他 2,177
経常利益 1,538,717
特別損失 118,976
投資有価証券評価損 58,123
損害賠償金 43,139
固定資産除却損 17,713
税引前当期純利益 1,419,741
法人税・住民税及び事業税 390,200
法人税等調整額 31,369
当期純利益 998,171

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2022年４月1日から2023年３月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 3,203,992 801,000 2,336,991 3,137,991 8,700,092 8,700,092 △314,986 14,727,090
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △759,092 △759,092 △759,092
当期純利益 998,171 998,171 998,171
自己株式の取得 △796 △796
自己株式の処分 1,045 1,045 11,237 12,283
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 1,045 1,045 239,078 239,078 10,440 250,565
当期末残高 3,203,992 801,000 2,338,037 3,139,037 8,939,171 8,939,171 △304,545 14,977,655

評価・換算差額等 純資産合計その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 605,894 605,894 15,332,984
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △759,092
当期純利益 998,171
自己株式の取得 △796
自己株式の処分 12,283
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △169,993 △169,993 △169,993

事業年度中の変動額合計 △169,993 △169,993 80,572
当期末残高 435,901 435,901 15,413,556

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査報告

太陽有限責任監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 尻 慶 太 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 村 健 太 ㊞

独立監査人の監査報告書
2023年５月19日

株式会社アイネット
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アイネットの2022年４月１日から2023年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社アイネット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

58



2023/05/25 11:40:49 / 22944952_株式会社アイネット_招集通知_電子提供措置用

計算書類に係る会計監査報告

太陽有限責任監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 尻 慶 太 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 村 健 太 ㊞

独立監査人の監査報告書
2023年５月19日

株式会社アイネット
取締役会　御中

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アイネットの2022年４月１日から
2023年３月31日までの第52期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第52期事業年度における取締役の職務の執行に
ついて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並び

に当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査
を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。
②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。
なお、監査上の主要な検討事項については、太陽有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査役会の監査報告

株式会社アイネット　監査等委員会

常勤監査等委員 市 川 裕 介 ㊞
監査等委員 坪 谷 哲 郎 ㊞
監査等委員 鈴 木 紀 子 ㊞

2. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。な
お、事業報告に記載のとおり、当社は2023年3月に日本年金機構より損害賠償請求を受けました。監査
等委員会は、当社が法令遵守の徹底とコンプライアンス推進の施策を通じ、従業員の意識改革に継続的に
取り組んでおり、再発防止に向けた取り組みを徹底強化していることを確認しておりますが、今後も引き
続き注視してまいります。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月19日

（注）　監査等委員市川裕介、坪谷哲郎及び鈴木紀子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

以　上
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地図

会場 横浜ベイホテル東急　地下２階　クイーンズグランドボールルーム
横浜市西区みなとみらい二丁目３番７号　ＴＥＬ　045－682－2222

交通
みなとみらい線　みなとみらい駅より徒歩３分
ＪＲ京浜東北線（根岸線・横浜線）桜木町駅より徒歩15分
市営地下鉄ブルーライン　桜木町駅より徒歩15分

株主総会へのご出席につきましては、開催日当日における新型コロナウイルスの感染状況やご自身の体調等をご勘案のうえ、ご判断をい
ただけますようお願い申し上げます。また、本年も株主総会ご出席株主様へのお土産を取りやめさせていただきます。何卒ご理解くださ
いますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図
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※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


